（様式１）

平成21年　　月　　日
環　境　大　臣　　殿
                              　　　　　　　　　　　　　《地方公共団体の長》 　　　　　印　　
平成21年度「地域におけるグリーン電力証書の需要創出モデル事業」申請書
標記の件について、次の通り必要書類を添えて申請します。
事業計画書
その他参考資料
	（担当者欄）

所属部署名：

役職名　　　：
氏名：
TEL：
FAX：
E-mail：


（様式２）
地域におけるグリーン電力証書の需要創出モデル事業

事業計画書

	都道府県名
	
	市区町村名
	

	１．連　絡　先
	事務担当者①
	
	Tel.
	

	
	
	
	Fax.
	

	
	
	
	E-mail
	

	
	事務担当者②
（複数の地方公共団体が共同で実施する場合）
	
	Tel.
	

	
	
	
	Fax.
	

	
	
	
	E-mail
	

	２．地方公共団体における事業の実施体制（組織、人員等）
	

	３．事業期間
	

	４．ソーラーのまちづくり推進協議会の構成
	

	５．事業内容及びスケジュール（再委託を行う場合、再委託先及び直轄部分と再委託を行う部分の別についても記載すること）
	

	６．モデル事業の特徴等
	（モデル事業実施地域における日照量・年間日照時間等の特徴）

	７．モデル事業に基づき設置を見込む住宅用太陽光発電設備の容量の合計及び募集をする地域の範囲等
	（合計）　　　　　kW
【内訳】新規設置　　　　　kW、既存設置　　　　　kW
（募集をする地域の範囲、面積及び人口）

（当該地域内の既設の住宅用太陽光発電設備の大凡の容量又は戸数）
（当該地域における住宅用太陽光発電設備の大凡の年間導入容量又は戸数の実績）
（導入見込発電設備容量が都道府県等が行う事業で700kWを、市町村等が行う事業（都道府県等と共同で行うものを除く。）で350kWを大きく下回る場合であって、特段の勘案事項がある場合にはその内容を記載すること）


	８．モデル事業により見込まれる発電量・グリーン電力量
	新規設置
	発電量
	kWh

	
	
	グリーン電力量

（自家使用量）
	kWh

	
	既存設置
	発電量
	kWh

	
	
	グリーン電力量

（自家使用量）
	kWh

	９．モデル事業に基づき発行するグリーン電力証書の購入を見込む事業者の属性（業種、所在地等）、募集方法


	（グリーン電力証書の概ね半数以上（電力量ベース）を受託地方公共団体が管轄する区域にある事業者が購入することが見込めない場合であって、特段の勘案事項がある場合にはその内容を記載すること）

	１０．要　望　額
	千円

	１１．要望額積算内訳
	

	１２．モデル事業に対する他の国庫委託及び補助の有無
	

	１３．地方公共団体や協議会メンバーの独自事業であって、モデル事業と連携して実施するものがある場合、その事業内容、予算額及びスケジュール


	

	１４．その他



注
複数年度事業を予定する場合、５～１４については年度毎の実施内容がわかるよう記載すること







































